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研究要旨  

日本は今日、超高齢化時代を迎え健康転換が進んでいる。健康転換のペースは国内の地域によ

って異なるため、地域的な健康格差に対する懸念が高まっている。東京大学大学院医学系研究

科国際保健政策学教室と米国ワシントン大学保健指標・保健評価研究所（IHME）では、1990年

から 2017年における日本全国並びに各 47都道府県における各種保健アウトカムの変化につい

て分析を行った。 

 

本研究では、最新の世界の疾病負荷研究（Global Burden of Disease）の枠組みに基づき、これま

でにない量・種類のデータを収集し、包括的で多面的な新手法で 1990年から 2017年までの日

本の都道府県別の疾病負荷を推定した。我が国における推定には国内 1,054のデータベース・文

献が使用された。結果として、わが国では平均寿命/健康寿命は増大し、健康改善が進んでいる

ことがわかった。しかし一方で、健康改善は鈍化し、都道府県間の健康格差も認められた。長

寿者ほどより多くの障害を抱えて生活しており（特に感覚・運動器）、全国的に死亡と障害によ

る健康的な生活の損失を示す DALYs 率（死亡と障害の疾病負荷混合指標：Disability Adjusted 

Life Years）は上昇を続けている。特に変性疾患（アルツハイマー病）、転倒、老人性難聴、糖尿

病による疾病負荷が全国的に増加し、その傾向は将来的より顕著になると見込まれる。代謝系

リスク（高血圧、高血糖、高 LDLコレステロール）による疾病負荷が増大しており、また喫煙

や不健康な食習慣も、主要な健康リスク因子であった。



  

Ａ．研究目的  

近年、わが国の優れた保健医療制度の持続可能性は、人口や政治経済の諸要因によって脅か

されている。研究代表者は、20 年後の保健医療のあり方を検討する厚生労働大臣の私的懇

談会「保健医療２０３５」の座長を務めた（参考 1）。既存の枠組みや制約にできるだけと

らわれず、システムとしての保健医療のあり方の転換や求められる変革の方向性を議論し

た。保健医療のパラダイムが大きく変わる中で、わが国がとるべき道は次の３つであること

を提言されている。第１に、「保健医療の価値を高める」ことである。換言すれば、より良

い医療をより安く享受できるよう、医療の質の向上や効率化を促進し、地域主体でその特性

に応じて保健医療を再編していくことである。２つ目は、「個人の主体的選択を社会で支え

る」ことである。患者は基本的に受け身であり、どの医療機関にかかるべきかなどの情報を

持っていない。今後は、人々が自ら健康の維持や増進に主体的に関与できるようにする。ま

た、健康は個人の自助努力のみで維持・増進できるものではなく、個人を取り巻く職場や地

域などの様々な社会環境、いわゆる「健康の社会的決定要因」を考慮することが求められる。

最後に、「日本が世界の保健医療をけん引する」ことである。日本がグローバルなルールづ

くりに積極的に関与し、諸外国の保健医療水準を向上させることで、わが国の保健医療の向

上や経済成長に資する好循環を生み出す。高齢化、生活習慣病のまん延や医師不足は、日本

の地域医療のみならず世界共通の課題であり、我が国からの発信は世界的に大きなインパ

クトがある。 

 

このような 2035年に向けたビジョンを達成するためには、保健医療制度を包括的に分析し、

且つ保健政策立案や保健介入における優先順位決定を適切に行うことが必要不可欠である。 

 

高齢化と疾病構造の転換が進み医療費が増大する中、世界保健機関（WHO）や世界各国は、

死亡と障害による負荷を包括的に示す尺度である疾病負荷（disease burden）を政策や研究開

発の重要な判断基準として活用している。しかし、我が国では、本研究申請者による先行研

究（参考 2）以外には、疾病負荷に基づく研究・開発の優先順位決定に関する議論は未だ十

分になされていない。本研究では、疾病負荷を用いて我が国の都道府県別の健康をめぐる現

状と課題、そして、将来像を実証的かつ包括的に分析し、グローバルヘルス政策に資するこ

とを主な目的とする。 

 

Ｂ．研究方法  

本研究では、都道府県別の最新の疾病負荷分析を行った。疫学、統計学、計量経済学、情報



  

工学などの数量分析手法を駆使し、国内外の疾病負荷研究統括の実績のある研究代表者の

リーダーシップのもと、異なる学問分野で実績のある研究者が連携して行う学際的な共同

研究を推進する。それぞれ関連した研究項目に関して、時空間ベイズモデル、ベイズ統計を

用いた小地域推計（small area analysis）、疾病のミクロシミュレーション、系統的レビュー、

メタ分析、メタ回帰分析、世帯調査等の個票分析などの数量分析を行った。さらに、本研究

成果をより多くの研究者や一般の方が利用できるように、これまでに開発したデータビジ

ュアル化のためのウエブツールを開発しこれを広く公開する。先行研究の成果については

MEDITECH FINDER 

（http://meditechfinder.org/en/）と言うサイトに掲載し広く一般公開を行っているが、本研究

成果についても順次掲載する。 

 

Ｃ．研究結果  

C.1. 平均寿命及び健康寿命 

1990年から 2017年の間に日本全体での平均余命は 4.9年（79.3歳から 84.2歳）延長し、健

康寿命は 1990年の 69.7歳から 2017年には 73.1歳へと延長した。 

 

C.2. 主要死因、DALYs、YLLs、YLDs 

1990年から 2017年の間で、年齢調整死亡率については日本全体では 37.5%の減少が見られ

た。DALYs (disability adjusted life years、障害調整生存年数：死亡と障害の疾病負荷混合指

標）、YLLs (years of life lost：損失生存年数)の減少率はそれぞれ 19.2%、39.7%であったが、

YLDs (years lost due to disability：障害生存年数 ) は 3.5%増加した。この結果からは総死亡

に比較して若年死亡が大幅に減少したことを示唆している。上位３位の死因は 1990年にお

いては虚血性心疾患、脳卒中、下気道感染症であったが、2017 年では虚血性心疾患、脳卒

中、アルツハイマー病となっている。これら主要死因による死亡率は 1990年から高齢化に

伴い上昇が一貫して見られるものの、アルツハイマー病に関しては 281.9%もの急激な上昇

が見られている。女性では現在アルツハイマー病は死亡原因一位となった。 

 

一方で、DALYsにおける上位 3位の原因は 1990年においては脳卒中、虚血性心疾患、腰痛

であったが、2017 年では腰痛、脳卒中、そしてアルツハイマー病となっている。アルツハ

イマー病に関しては死亡率同様 196.4%もの急激な上昇が見られている。その他老年性難聴

や転倒の DALYsおよびランキングの上昇が顕著である。 

 

C.3. 主要危険因子 

全死因のうち、46.6%は危険因子が同定可能であった：行動様式に由来するリスクが 31.4%、

代謝リスク 24.9%、環境および職業上のリスクが 6.1%であった。同様に、DALYs のうち



  

38.0%はリスク要因が同定可能であった。代謝系リスクによる疾病負荷が増大している。ま

た、たばこや不健康な食習慣も、主要な健康リスク因子である。 

 

Ｄ．考察  

我が国は 1989年から一貫して世界第 1位の平均寿命を誇っているが（東日本大震災があっ

た 2011 年は除く）、これは特に心血管疾患及び悪性新生物による死因が減少したことが大

きい。しかしながら、年齢調整死亡率・DALYsともに減少のスピードは鈍化を見せている。 

 

全世界的に共通であるが過去 25年の間に死亡率は大きな減少を見せた。我が国においても

その傾向は同じであるが、他方、主要死因については依然として脳血管疾患・心血管疾患・

呼吸器系感染症となっている。言い換えれば、我々はこれら主要死因に対する方策をさらに

スケールアップすることが必要である。同時に、政策決定プロセスの中に費用対効果の視点

を取り入れ、有用な予防手段への積極的な投資を進めていくことが必要である。 

 

日本人の死因に寄与する主要なリスクファクターのうち、行動様式に関するリスクが最大

であるが、中でも喫煙対策は喫緊の課題である。2020 年に東京オリンピック開催を控えて

いる我が国において、タバコフリーオリンピックの開催は責務でもあり、より一層の対策強

化が求められる。 

 

Ｅ．結論  

1990年から 2017年の間に、我が国おいては平均余命の伸長及び、死亡率・合併症の大幅な

減少を見せた。しかしながら、その減少率は 2005年以降鈍化傾向にある。さらに高齢化に

伴うアルツハイマー病や老年性難聴、転倒の疾病負荷急激な増加が見込まれる。国レベルで

のより一層の予防対策の強化が今後は必要である。 
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